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《本教材にについて》 
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無断転載は禁止します。 

 

・解説動画は、ラジアータインクリース[無料教材]ページからYouTube動画を

ご覧いただけます。 

 

 

《最短最速合格ガイドについて》 
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【第 1 問】 次の設例に基づいて、下記の各問(《問 1》~《問 3》)に答

えなさい。 

 



《問 1》 はじめに、M さんは、A さんが老齢基礎年金の受給を 65 歳か

ら開始した場合の年金額を試算した。M さんが試算した老齢基礎年金

の年金額の計算式として、次のうち最も適切なものはどれか。なお、

老齢基礎年金の年金額は、平成 30 年度価額に基づいて計算するものと

する。  

 
 

【答え】 

老齢基礎年金の計算方法は、 

満額の年金額×(保険料納付済み期間＋免除期間)÷480 月(40 年×12

ヶ月) 

となっており、平成 30 年度の満額の年金額は 779,300 円。 

 

・納付済期間 

A さんの場合には、このまま 60 歳まで支払うことを前提とすると 450

月となります。 

 

・免除期間 

A さんには免除期間はありませんので、免除期間は 0 月。 

 

計算式に当てはめると、 

779,300 円×450÷480 

 

従って、1 



《問 2》 次に、M さんは、老齢厚生年金について説明した。M さんの A

さんに対する説明として、次のうち最も適切なものはどれか。  

 

 

1) 「A さんのような昭和 36 年 4 月 2 日以後に生まれた女性の場合、

報酬比例部分のみの特別支給の老齢厚生年金の支給はありません。A

さんは、原則として、65 歳から老齢厚生年金を受給することになりま

す」  

 

 

2) 「A さんの厚生年金保険の被保険者期間は 20 年以上ありますの

で、A さんが 65 歳から受給することができる老齢厚生年金の年金額に

は加給年金額が加算されます」  

 

 

3) 「A さんが老齢厚生年金の繰上げ支給の請求をする場合、同時に老

齢基礎年金の繰上げ支給の請求を行わなければなりません」  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【答え】 

1.不適切× 

特別支給の老齢厚生年金は、男性では生年月日が昭和 36 年 4 月 2 日以

降の人、女性では 5 年遅れで生年月日が昭和 41 年 4 月 2 日以降の人に

は支給されません。 

支給開始年齢については、 

生年月日(女性は表記より 5 年遅れ) 支給年齢 

昭和 28 年 4 月 1 日以前 60 

昭和 28 年 4 月 2 日〜昭和 30 年 4 月 1 日 61 

昭和 30 年 4 月 2 日〜昭和 32 年 4 月 1 日 62 

昭和 32 年 4 月 2 日〜昭和 34 年 4 月 1 日 63 

昭和 34 年 4 月 2 日〜昭和 36 年 4 月 1 日 64 

 

女性である A さんは、昭和 38 年生まれですので、63 歳より支給開始

となります。 

 

 

2.不適切× 

加給年金は、厚生年金保険の被保険者期間が20年以上ある方が、65歳

到達時点で、その方に生計を維持されている配偶者または子(18歳にな

って最初の3月31日まで)がいるときに加算されます。 

A さんは、配偶者と離婚しており、長男 C さんも 19 歳ですので、加給

年金の支給要件に該当しません。 

 

3.適切○ 

老齢厚生年金の繰上げ受給を請求する場合には、老齢基礎年金の繰上

げ請求も同時に行わなければなりません。これにより、受給開始年齢

は原則として 65 歳となっていますが、60 歳から 64 歳でも受給時期を

選ぶことができます。その際、繰り上げた月数×0.5%が老齢厚生年金

額から減額となります。  

 

 

従って、3 



《問 3》 最後に、M さんは、国民年金の学生納付特例制度(以下、「本

制度」という)につ いて説明した。M さんが、A さんに対して説明した

以下の文章の空欄 1~3 に入る語句または数値の組合せとして、次のう

ち最も適切なものはどれか。  

 

 
 

 
 

【答え】 

・学生納付特例制度では、第１号被保険者で一定の大学等の学生であ

る者は、前年の所得が一定金額以下の場合、適用を受けることができ

ます。 

 

・納付猶予の期間は、老齢基礎年金、障害基礎年金、遺族基礎年金を

受け取るために必要な受給資格期間にカウントされますが、老齢基礎

年金額の受給額が増えることはありません。 

 

・保険料の免除、猶予を受けた期間は 10 年以内であれば、追納が可能

です。 

 

従って、3 



【第 2 問】 次の設例に基づいて、下記の各問(《問 4》~《問 6》)に答

えなさい。  

 
 

 

 

 

 

 

 

 



《問 4》 はじめに、M さんは、株価指数について説明した。M さんの A

さんに対する説明として、次のうち最も適切なものはどれか。  

 

1) 「東証株価指数(TOPIX)は、東京証券取引所市場第一部に上場して

いる内国普通株式全銘柄を対象とする株価指数です。時価総額の大き

い銘柄(大型株)の値動きの影響を受けやすいという特徴があります」  

 

2) 「日経平均株価は、東京証券取引所市場第一部および第二部に上場

している代表的な 400銘柄で構成される修正平均型の株価指数です。

株価水準の高い銘柄(値がさ株)の値動きの影響を受けやすいという特

徴があります」  

 

3) 「ダウ・ジョーンズ工業株価平均(ダウ平均株価)は、ニューヨーク

証券取引所に上場している全銘柄で構成される修正平均型の株価指数

です。分散投資の観点から、 ダウ平均株価に連動する投資信託を購入

することも検討事項の 1 つです」  

 

【答え】 

1.適切○ 

TOPIXとは東京証券取引所一部の全銘柄を対象とした株価指数で、時価

総額の大きい銘柄の影響を受けやすくなっています。 

2.不適切× 

日経平均株価の対象銘柄は、東京証券取引所第一部に上場し ている、

代表的な 225銘柄を対象としています。  

 

3.不適切× 

ダウ平均株価はニューヨーク株式市場の代表的な 30銘柄で、平均型株

価指数です。 

 

 

従って、1 



《問 5》 次に、M さんは、株式の投資指標について説明した。M さん

の A さんに対する説明 として、次のうち最も不適切なものはどれか。  

 

 

1) 「PERは、株価が 1株当たり当期純利益の何倍であるかを示す指標

です。<X 社に 関する資料>から算出される X 社の PERは、16倍です」  

 

 

2) 「ROEは、総資産(総資本)に対する当期純利益の割合を示す指標で

す。<X 社に関する資料>から算出される X 社の ROEは、2.25%です」  

 

 

3) 「<X 社に関する資料>から算出される投資指標の数値は、同業他社

の数値や X社の過去の傾向などと比較して、投資判断材料の 1 つとす

ることをお勧めします」  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【答え】 

1. 適切○ 

PERとは、株価が1株当たり純利益の何倍になっているかを表した指標

です。計算式は 

PER(倍)＝株価÷1株当たり当期純利益(EPS) 

EPS(1株当たり当期純利益)=当期純利益÷発行済株式数 

・PERが高いほど割高 

・PERが低いほど割安 

 

X 社の PERでは株価 1,200 円、当期純利益は 45億円、発行済株式総数

は 6,000万株ですから、 

1,200 円÷(45億円÷6,000万株)=16 

 

X 社の PER=16倍 

 

2.不適切× 

ROEとは自己資本(純資産)に対して、どれだけ利益を上げたのかを表し

た指標のことです。式は 

 

ROE(%)＝当期純利益÷自己資本×100 

・ROEが高い＝効率よく利益を上げている 

X 社の当期純利益は 45億円、自己資本は 600億円ですので、 

45億円÷600億円×100=7.5% 

 

X 社の ROE=7.5% 

 

3.適切○ 

投資の判断材料として、PER,ROEといった投資指標や、同業他社との

比較など、相対的な投資判断は大切です。 

 

 

従って 2 



《問 6》 最後に、M さんは、上場不動産投資信託(J-REIT)についてア

ドバイスした。M さんの A さんに対するアドバイスとして、次のうち

最も適切なものはどれか。  

 

1) 「上場不動産投資信託(J-REIT)は、複数の不動産会社の株式を主た

る投資対象とする投資信託です。不動産会社の株式を直接購入するよ

りも、リスクを分散することができます」  

 

2) 「上場不動産投資信託(J-REIT)は、上場株式と同様に証券取引所を

通じて取引することができます。実物不動産への投資に比べて、流動

性(換金性)が高い、少額から投資ができる等の特徴があります」  

 

3) 「上場不動産投資信託(J-REIT)の分配金は、不動産所得として課税

の対象となります。当該金額が年間 20万円を超える場合は、所得税の

確定申告をする必要があります」  

 

【答え】 

1.不適切× 

上場不動産投資信託(J-REIT)の投資対象は、現物の不動産等であり、

不動産会社の株式では不適切です。 

 

2.適切○ 

上場不動産投資信託(J-REIT)の取引方法は、証券会社を通じ、指値注

文、成行注文など、株式の取引と同様となっています。 

売買も少額から自由に取引できるため、流動性も高いです。 

 

3.不適切× 

上場不動産投資信託(J-REIT)の分配金は、上場株式等の扱いと同様の

配当所得となり、総合課税もしくは申告分離課税、確定申告不要制度

を選択することが可能です。 

 

従って、2 



【第 3 問】 次の設例に基づいて、下記の各問(《問 7》~《問 9》)に答

えなさい。  

  

 

 

 

 

 

 

 

 



《問 7》 A さんの平成 30 年分の所得税における総所得金額は、次のう

ちどれか。 

 
 

【答え】 

総所得金額の計算では、総合課税の所得を合算し、損益通算して算出

します。 

A さんの所得は給与所得と不動産所得です。 

まず〈資料〉より、A さんの給与所得控除を計算します。 

給与所得 930万円の A さんでは、 

 

930万円×10%＋120万円=213万円 

930万円-213万円=717万円 

 

給与所得＋不動産所得=総所得金額 

717万円＋120万円=837万円 

 

 

従って 2 

 

 



《問 8》 A さんの平成 30 年分の所得税における所得控除に関する以下

の文章の空欄 1~3 に 入る語句の組合せとして、次のうち最も適切なも

のはどれか。 

 
 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【答え】 

1.給与所得者は年末調整により、適正な税額の計算が行われる 

確定申告は不要ですが、医療費控除や寄附金控除、雑損控除 

は年末調整では計算されないので、確定申告する必要があり 

ます。 

配偶者控除では納税者と生計を一にする配偶者で、 

・配偶者の合計所得金額が 38万円以下(年収 103万円以下) 

・納税者本人の合計所得金額が 1,000万円以下 

の場合に適用されます。 

 

 

適用額は 

納税者の合計所得金

額 

控除対象配偶者 老人控除対象者 

900万円以下 38万円 48万円 

900万円〜950万円以

下 

26万円 32万円 

950万円〜1,000万円

以下 

13万円 16万円 

 

 

納税者である A さんの総所得金額は 837万円でした。 

妻 Bさんは、収入は 0 円でしたので、配偶者控除の要件を満たし、38

万円の控除が受けられます。 

 

 

 

 

 

 

扶養控除については、配偶者以外で納税者本人と生計を一にする親族

が対象で、対象となる親族の合計所得金額が 38万円以下の場合に適用

可能です。 



  特定扶養親

族 

 老人扶養親

族 

控除対象年

齢 

16 歳〜19 歳

未満 

19 歳〜23 歳

未満 

23 歳〜70 歳

未満 

70 歳以上 

控除額 38万円 63万円 38万円 同居 58万円 

別居 48万円 

 

A さんの家族では 

 

長男 C さん(20)の収入 150万円・・・対象外 

長女 Dさん(17)の収入 0 円・・・38万円控除 

 

と、なります。 

 

従って、1) ①雑損控除 ②38万円 ③38万円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《問 9》 A さんの平成 30 年分の所得税の確定申告に関する次の記述の

うち、最も不適切なものはどれか。  

 

 



1) 「A さんは、ふるさと納税ワンストップ特例制度を利用すること

で、寄附金控除については確定申告をする必要がなくなります」  

 

 

2) 「A さんは、確定申告書に医療費控除の明細書を添付することによ

り、医療費控除の適用を受けることができます」  

 

 

3) 「確定申告書は、原則として、平成 31 年 2 月 16 日から 3 月 15 日

までの間に A さんの 住所地を所轄する税務署長に提出してください」  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【答え】 

1.不適切× 

ふるさと納税ワンストップ特例制度では、確定申告をしなくても、ふ

るさと納税の寄付金控除が受けられる制度です。 



・確定申告をする必要のない人 

・年間のふるさと納税納付先自治体が 5 つまでの人 

を、対象としており、A さんの場合には給与所得の他に 120万円の不

動産所得があるので、A さんは確定申告が必要になります。 

 

 

2.適切○ 

医療費控除では、納税者本人のまたは生計を一にする配偶者やその他

の親族が医療費を支払った場合に適用できます。（合算することができ

る） 

医療費控除の明細書に必要事項を記載し確定申告書に添付すること

で、控除を受けられます。 

 

 

 

3.適切○ 

確定申告の申告期限では、所得が生じた翌年の2月16日から3月15日ま

での間に、所得が生じた年の1月1日から12月31日までに生じた所得の

所得税額を計算した上で、納税地の所轄税務署長に対して確定申告書

を提出します。  

 

従って、1 

 

 

 

 

 

【第 4 問】 次の設例に基づいて、下記の各問(《問 10》~《問 12》)に

答えなさい。 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

《問 10》 甲土地の 1建蔽率の上限となる建築面積と 2容積率の上限

となる延べ面積の組合せとして、次のうち最も適切なものはどれか。 



 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【答え】 

【建ぺい率】 

 

建築面積の求め方は、 

最大建築面積=敷地面積×建ぺい率 

 

甲土地の場合、敷地面積は 180㎡、建ぺい率は 60％ですので 

 

180㎡×60%=108㎡ 

 

 

 

 

 

 

【容積率】 

[計算式] 



容積率=延べ面積÷敷地面積 

 

延べ面積=敷地面積×容積率 

 

・容積率の制限 

容積率は、前面道路の幅員によって制限を受けます。 

前面道路が2つ以上ある場合は、最も幅の広いものが道路の前面道路と

なります。 

 

[前面道路の幅員による容積率] 

・前面道路の幅員が12m以上の場合の容積率は「指定容積率」となりま

す。 

・前面道路の幅員が12m未満の場合の容積率 

住居系用途地域・・・前面道路の幅員×4/10 

その他の用途地域・・前面道路の幅員×6/10 

 

12m 未満の場合は、「指定容積率」と「前面道路の幅員×法定乗数

(4/10 または 6/10)」のいずれか、小さい方が限度となります。 

 

問題文の前面道路は6m、用途地域は第一種住居地域となっております

ので、6×4/10=240% 

つまり、指定容積率 200%を使用します。 

 

延べ面積上限=180㎡×200%=360㎡ 

 

 

 

従って、2 ①108㎡ ②360㎡  

 

 

 

《問 11》 不動産の価格に関する以下の文章の空欄 1~3 に入る語句ま

たは数値の組合せとして、次のうち最も適切なものはどれか。 



 
 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【答え】 



国税庁が7月1日公表の相続税路線価は、公示価格の80%を目安として設

定されています。基準日は1月1日です。  

路線価とは国税庁が発表する路線価(1m²当たりの 価格 単位は千円)を

もとにし、その宅地の状況や 形状などを考慮して計算されるもので、

「200」は宅地1m²当たり20万円を意味します。 

「D」は借地権割合が60%であることを示しています。 
アルファ

ベット 
A B C D E F G 

借地権割

合 
90% 80% 70% 60% 50% 40% 30% 

 

従って、2 (1)公示価格 (2)20 (3)60 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《問 12》 不動産登記簿の見方およびその調査に関する次の記述のう

ち、最も不適切なものはどれか。 

 

1) 「甲土地の購入の検討にあたっては、登記簿で権利関係を確認して

ください。所有権に関する登記事項は、権利部(甲区)で確認すること

ができます」  

 



2) 「全部事項証明書(登記簿謄本)は、誰でも交付を受けることができ

ます。交付に あたっては、土地の地番、建物の家屋番号を確認のう

え、申請してください」  

 

3) 「甲土地の全部事項証明書(登記簿謄本)を取得するためには、甲土

地が所在する 市区町村役場にその交付の申請をする必要があります。

各自治体のホームページから オンライン請求することも可能です」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【答え】 

1.適切○ 

権利部 (権利に関する事項) 

甲区：所有権に関する事項 

→所有権の保存・移転・仮登記・差押えなどを記載 

乙区：所有権以外の権利に関する事項 

→抵当権・借地権・賃借権などを記載 



所有権に関する事項は、権利部甲区に記録され、 

所有権以外の権利に関する事項は、権利部乙区に記録されます。抵当

権は権利部乙区に記録されます。 

 

 

2.適切○ 

登記事項証明書とは、法務局(登記所)の登記簿に登記されて いる情報

が記載されており、コンピュータで処理したデータ を専用用紙に印刷

した形式です。  

 

法務局(登記所)で交付申請すれば、誰でも記載事項を確認できます。  

 

 

3.不適切 

登記事項証明書の交付請求はインターネットを利用して、誰でもオン

ラインで行うことが可能です。(申請の必要はない) 

ただし、受領はオンラインで行うことはできません。 

 
 
 
 
 
従って 3 

 

 

【第 5 問】 次の設例に基づいて、下記の各問(《問 13》~《問 15》)に

答えなさい。  



 
 

 

 

 

 

 

 

《問 13》 A さんの相続に関する以下の文章の空欄 1~3 に入る数値の組

合せとして、次のうち最も適切なものはどれか。  



 
 

 

 

 

 

 

【答え】 

・遺産にかかる基礎控除額の算出方法は 

3,000万円＋600万円×法定相続人の数です。 

 

また、税法では法定相続人の数で、養子を増やす事での相続税の不正

を防ぐために、税法の計算過程では、実子がいない場合には養子は2人

まで、実子がいる場合には、養子は1人までとしています。 

 

A さんの家族での法定相続人は、妻 Bさん、長女 C さん、養子 Dさん

の 3名ですので、 

A さんの遺産にかかる基礎控除 

3,000万円＋600万円×3 人=4,800万円 

・相続人が生命保険金、死亡退職金を受け取った場合には、 

500万円×法定相続人の数までが非課税となります。 



A さんの家族での法定相続人は、妻 Bさん、長女 C さん、養子 Dさん

の 3名ですので、 

500万円×3 人=1,500万円 

 

相続税の課税価格に算入される金額は 

5,000万円-1,500万円=3,500万円 

 

・小規模宅地の特例を受けた場合に、特定居住用宅地の場合には敷地

面積 330㎡を上限に 80%を減額します。 
区分 要件 面積 割合 備考 

特定居住用宅

地 

被相続人の居住用で、取得者

が配偶者の親族 

330㎡ 80％ 特定居住用と特

定事業用の併用

では730㎡まで適

用可 

特定事業用宅

地 

被相続人の事業用で、取得者

が一定の親族 

400㎡ 80％ 相続税申告まで

事業を引き継ぐ 

貸付事業用宅

地 

不動産貸付用の宅地 

（賃貸マンショ等） 

200㎡ 50％ 相続税申告期限

までに譲渡した

場合は除く 

 

 

従って、3 ①4,800 ②3,500 ③80 

 

 

 

 

 

 

 

 

《問 14》 A さんの相続に関する次の記述のうち、最も適切なものはど

れか。  

 



1) 「A さんが平成 30 年分の所得税について確定申告書を提出しなけ

ればならない者に該当する場合、相続人は、原則として、相続の開始

があったことを知った日の翌日から 3カ月以内に準確定申告書を提出

しなければなりません」  

 

2) 「相続人が A さんの自筆証書遺言を発見した場合、相続人は、遅滞

なく、その遺言書を所轄税務署長に提出して、その検認を請求しなけ

ればなりません」  

 

3) 「相続税の申告書は、原則として、相続の開始があったことを知っ

た日の翌日から 10カ月以内に被相続人である A さんの死亡時の住所地

を所轄する税務署長に提出しなければなりません」  

 

 

【答え】 

1.不適切× 

相続人が行う準確定申告では、相続の開始のあったことを知った日か

ら 4 ヶ月以内に、亡くなった人の住んでいた住所の管轄税務署へ提出

しなければいけません。 

 

2.不適切× 

自筆証書遺言では、家庭裁判所での検認が必要となります。 
 

3.適切○ 

相続税の納付書の提出ては、相続の開始があったことを知った日の翌

日から 10ヵ月以内にしなければいけません。  

提出先は、亡くなった人の住んでいた住所の所轄税務署長です。 

従って、3 

《問 15》 A さんの相続に係る課税遺産総額(「課税価格の合計額-遺産

に係る基礎控除額」) が 2億 4,000万円であった場合の相続税の総額

は、次のうちどれか。 

 



 
 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【答え】 

相続税の総額を計算する場合には、各法定相続人の相続額の総額を求

めます。 

養子、実子、嫡出子、非嫡出子の法定相続分は対等です。 



 

●相続人の範囲と順位、法定相続分 

配偶者のみ 相続分すべて 

順位 範囲 法定相続分 配偶者 配偶者なし 

第１順位 子 1/2で均等分 1/2 すべてを均等 

第２順位 直系尊属 

父母･祖父

母の順 

1/3で均等分 2/3 すべてを均等 

第３順位 兄弟姉妹 

第1,第2が

いない 

1/4で均等分 3/4 すべてを均等 

A さんの家族での法定相続人は、妻 Bさん、長女 C さん、養子 Dさん

の 3名ですので、妻 1/2、長女 C、養子 Dさん 1/2 を 2 人で分けるため

各 1/4 

 

妻 Bさん 

2億 4,000万円÷2×40%−1,700万円=3,100万円 

(速算表より 1億 2,000万円は 40%) 

 

長女 C、養子 Dさん 

2億 4,000万円÷4×30%−700万円=1,100万円 

(速算表より 6,000万円は 30%) 

3名の総額 

3,100万円＋1,100万円＋1,100万円=5,300万円 

相続税の総額は 5,300万円 

 

従って、1  

-終- 

 

 

 



 


